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６
月
６
日
開
会
の
６
月
定
例
会

は
、
提
出
議
案
29
件
と
報
告
５
件

の
34
件
。
人
事
案
件
と
一
般
会
計

補
正
予
算
の
２
件
が
追
加
さ
れ
、

す
べ
て
の
議
案
は
可
決
、
承
認
、

同
意
さ
れ
ま
し
た
。

　

大
震
災
の
後
の
一
般
質
問
は
、

被
害
の
状
況
確
認
や
対
策
、
市
民

へ
の
手
立
て
等
に
つ
い
て
、
ま
た

原
発
事
故
後
放
射
線
に
よ
る
子
ど

も
た
ち
へ
の
影
響
に
つ
い
て
の
質

問
が
多
く
あ
り
ま
し
た
。

専
決
処
分
の
議
案
に
つ
い
て

◇
東
日
本
大
震
災
の
被
害
に
対
応

す
る
た
め
の
災
害
救
助
及
び
災
害

復
旧
等
を
行
う
た
め
、
緊
急
に
予

算
措
置
を
必
要
と
し
た
平
成
22
年

度
及
び
平
成
23
年
度
の
一
般
会
計

や
公
共
下
水
道
な
ど
の
特
別
会
計

の
補
正
予
算
の
専
決
処
分
を
承
認

し
ま
し
た
。

平
成
22
年
度
関
係
（
３
月
15
日
付

け
専
決
処
分
）
補
正
予
算
総
額
３

億
７
５
９
９
万
３
０
０
０
円

平
成
23
年
度
関
係
（
４
月
１
日
付

け
専
決
処
分
）
補
正
予
算
総
額
73

億
２
１
９
６
万
９
０
０
０
円

◇
東
日
本
大
震
災
に
よ
り
被
災
し

た
中
小
企
業
者
・
農
業
者
に
対
し

て
、
震
災
復
興
資
金
の
短
期
貸
付

け
を
緊
急
に
必
要
と
し
、
専
決
処

分
さ
れ
た
、
白
河
市
東
日
本
大
震

災
産
業
復
興
資
金
貸
付
基
金
条
例

の
制
定
を
承
認
し
ま
し
た
。

◇
白
河
市
災
害
弔
慰
金
の
支
給
等

に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
は
、

災
害
援
護
資
金
の
貸
付
け
の
特
例

措
置
と
し
て
償
還
期
間
を
10
年
か

ら
13
年
に
延
長
、
据
え
置
き
期
間

を
３
年
か
ら
６
年
に
延
長
、
利
率

に
つ
い
て
は
年
３
パ
ー
セ
ン
ト
か

ら
年
1.5
パ
ー
セ
ン
ト
（
保
証
人
を

立
て
る
場
合
は
無
利
子
）
と
す
る

専
決
処
分
を
承
認
し
ま
し
た
。

◇
白
河
市
東
日
本
大
震
災
に
よ
る

被
災
者
に
対
す
る
市
税
等
の
減
免

に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
の
専

決
処
分
を
承
認
し
ま
し
た
。
内
容

は
、
個
人
市
民
税
、
固
定
資
産
税
、

国
民
健
康
保
険
税
及
び
介
護
保
険

料
に
つ
い
て
、
東
日
本
大
震
災

（
平
成
23
年
３
月
11
日
に
発
生
し

た
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
及
び

こ
れ
に
伴
う
原
子
力
発
電
所
の
事

故
に
よ
る
災
害
）
に
よ
り
被
害
を

被
っ
た
者
に
対
す
る
減
免
措
置
に

対
応
す
る
も
の
で
す
。

専
決
処
分
以
外
の
議
案
に
つ
い
て

◇
白
河
市
政
務
調
査
費
の
交
付
に

関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
は
、
東

日
本
大
震
災
に
よ
る
特
例
任
期
が

設
け
ら
れ
た
た
め
、
今
後
の
市
議

会
議
員
の
任
期
に
合
わ
せ
て
政
務

調
査
費
が
交
付
で
き
る
よ
う
に
改

正
さ
れ
ま
し
た
。

◇
白
河
市
税
条
例
の
一
部
改
正
は
、

東
日
本
大
震
災
に
係
る
雑
損
控
除

額
等
の
特
例
や
、
住
宅
借
入
金
等

特
別
税
額
控
除
の
適
用
期
限
の
特

例
、
固
定
資
産
税
の
特
例
を
受
け

よ
う
と
す
る
者
が
す
べ
き
手
続
き

等
に
つ
い
て
改
正
さ
れ
ま
し
た
。

◇
国
民
健
康
保
険
税
の
改
正
に
つ

い
て
は
、
合
併
協
定
に
基
づ
き
不

均
一
課
税
と
し
て
い
た
期
間
が
満

了
し
、
今
年
度
か
ら
税
率
を
統
一

し
課
税
す
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

◇
白
河
第
二
小
学
校
建
設
事
業
校

舎
建
設
（
第
Ⅰ
期
）
建
築
工
事
請

負
契
約
、
同
電
気
設
備
工
事
請
負

契
約
及
び
同
暖
冷
房
衛
生
設
備
工

事
請
負
契
約
の
工
事
の
完
成
期
日

平
成
23
年
７
月
29
日
を
同
年
10
月

31
日
に
変
更
す
る
も
の
で
す
。

◇
平
成
23
年
度
白
河
市
一
般
会
計

補
正
予
算
（
第
３
号
）
７
億
８
５

５
８
万
７
０
０
０
円
が
増
額
補
正

さ
れ
ま
し
た
。
白
河
市
国
民
健
康

保
険
特
別
会
計
補
正
予
算
（
第
１

号
）
は
、
１
１
１
３
万
７
０
０
０

円
を
減
額
し
、
白
河
市
簡
易
水
道

事
業
特
別
会
計
補
正
予
算
（
第
２

号
）
は
、
６
２
５
０
万
円
が
増
額

補
正
さ
れ
ま
し
た
。

◇
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
４
号
）

が
追
加
提
案
さ
れ
、
財
政
調
整
基

金
か
ら
災
害
救
助
関
係
事
業
費
５

６
８
０
万
円
が
繰
り
出
さ
れ
、
特

別
会
計
補
正
額
を
含
め
、
６
月
補

正
予
算
は
総
額
８
億
９
３
７
５
万

円
と
な
り
ま
し
た
。

平成23年度６月補正予算　　総額８億9375万円

白河市国民健康保険税の税率が統一されました。

東日本大震災復旧事業重点の補正予算東日本大震災復旧事業重点の補正予算

6月定例会本会議傍聴風景6月定例会本会議傍聴風景6月定例会総務常任委員会審査風景6月定例会総務常任委員会審査風景
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７
月
臨
時
会

７
月
臨
時
会

７
月
臨
時
会

７
月
臨
時
会

　

７
月
26
日
に
改
選
後
の
臨
時
会

（
初
会
議
）
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　

今
回
の
臨
時
会
で
は
、
初
め
に

議
長
、
副
議
長
及
び
各
常
任
委
員

会
委
員
な
ど
、
新
し
い
議
会
の
構

成
を
決
め
ま
し
た
。
ま
た
、
６
月

24
日
付
け
専
決
処
分
「
平
成
23
年

度
一
般
会
計
補
正
予
算（
第
５
号
）」

及
び
７
月
11
日
付
け
専
決
処
分

「
白
河
市
東
日
本
大
震
災
に
よ
る

被
災
者
に
対
す
る
市
税
等
の
減
免

に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す

る
条
例
」
の
２
件
の
専
決
処
分
の

承
認
を
求
め
る
議
案
が
提
出
さ
れ
、

原
案
の
と
お
り
承
認
さ
れ
ま
し
た
。

　

議
案
の
要
旨
は
、
下
表
の
と
お

り
で
す
。

　

地
方
公
共
団
体
の
長
は
、
そ
の

議
決
す
べ
き
事
件
を
処
分
す
る
こ

と
が
で
き
る
。（
地
方
自
治
法
第

179
条
第
１
項
）

１　

地
方
公
共
団
体
議
会
が
成
立

し
な
い
と
き
。

２　

議
長
又
は
議
員
が
親
族
の
従

事
す
る
業
務
に
直
接
の
利
害
関

係
が
あ
る
た
め
等
の
除
斥
事
項

に
該
当
す
る
場
合
に
お
い
て
な

お
会
議
を
開
く
こ
と
が
で
き
な

い
と
き
。

３　

普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
に

お
い
て
議
会
の
議
決
す
べ
き
事

件
に
つ
い
て
特
に
緊
急
を
要
す

る
た
め
議
会
を
招
集
す
る
時
間

的
余
裕
が
な
い
こ
と
が
明
ら
か

で
あ
る
と
認
め
る
と
き
。

４　

議
会
に
お
い
て
議
決
す
べ
き

事
件
を
議
決
し
な
い
と
き
。

　

こ
の
処
置
に
つ
い
て
は
、
地
方

公
共
団
体
の
長
は
、
次
の
会
議
に

お
い
て
こ
れ
を
議
会
に
報
告
し
そ

の
承
認
を
求
め
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。（
地
方
自
治
法
第
179
条
第
３

項
） ＊

緊
急
の
場
合
の
専
決
処
分

議案第98号

専決処分の承認を求めることについて
　放射能汚染の低減化を初め、東日本大震災に伴う生活不安の払拭等のため緊急に予算措置を必要とし、
地方自治法第179条第１項の規定により平成23年度白河市一般会計補正予算（第５号）を専決処分したので、
同条第３項の規定により議会に報告し、承認を求めようとするものです。
　○保育園災害関連事業　　　　　　 3,862千円　　高圧洗浄機・放射線量測定器各６台購入等

私立保育園が実施する園庭の表土除去及び高圧洗浄
機等の購入支援

　○関の森保育園災害関連事業　　　 152千円　　高圧洗浄機・放射線量測定器各１台購入等
　○児童館災害関連事業　　　　　　 275千円　　高圧洗浄機・放射線量測定器各２台購入等
　○児童クラブ災害関連事業　　　　 585千円　　放射線量測定器５台購入等
　○災害救助関係事業　　　　　　　47,100千円　　災害援護資金貸付金（追加補正）
　○環境衛生災害関連事業　　　　　 5,119千円　　放射線量測定器50台購入　町内会等への貸出し等
　○被災住宅応急処理事業　　　　 85,280千円　　被災住宅の修繕（追加補正）
　○小学校災害関連事業　　　　　　 1,266千円　　高圧洗浄機15台購入等
　○中学校災害関連事業　　　　　　 623千円　　高圧洗浄機８台購入等
　○幼稚園災害関連事業　　　　　　12,859千円　　高圧洗浄機２台・放射線量測定器８台購入等

私立幼稚園が実施する園庭の表土除去及び高圧洗浄
機等の購入支援

　○児童福祉施設単独災害復旧事業　15,580千円　　市立保育園園庭等（13施設）における表土改善等整
備業務を委託

　○公立学校補助災害復旧事業　　　53,425千円　　小学校４校、中学校１校、幼稚園２園における表土
改善等整備業務を委託

　○公立学校単独災害復旧事業　　 　164,551千円　　小学校11校、中学校７校、幼稚園６園における表土
改善等整備業務を委託

　○社会教育施設補助災害復旧事業　28,229千円　　市民会館の応急復旧工事
設計委託料及び工事請負費（天井・吊り物・給水設
備等の復旧工事）

議案第99号

専決処分の承認を求めることについて
　東日本大震災を起因とする国民健康保険税及び介護保険料の減免措置について国の基準が新たに示され
たことに伴い、白河市東日本大震災による被災者に対する市税等の減免に関する条例の一部改正を緊急に
必要とし、地方自治法第 179 条第１項の規定により専決処分したので、同条第３項の規定により議会に報
告し、承認を求めようとするものです。

議事を進める新議長議事を進める新議長


